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●●● はじめに ●●● 

 

小田原市行財政改革検討委員会は、「新しい小田原」を支える健全で持続可能な行

財政運営のあり方を検討するために平成 20 年度に設置され、9 回の委員会会議を経

て、抜本的な行財政改革の実施項目やそれを支える土台を提言した報告書を、平成

21 年 3 月に提出したところです。（概要は P.2～3 参照） 

この平成 20 年度の報告書で示した提言のうち、抜本的な行財政改革の実施項目に

ついては既に市で取り組み始めていますが、その土台となる「市民と行政の情報共

有」及び「市民によるモニタリング」の 2 つの項目については、理念を掲げただけ

となっています。また、これらは、何より市民が直接関わりながらあり方や仕組み

を考えるべき項目であることから、平成 21 年度の本検討委員会では、8 回の委員会

会議を通じ、この 2 項目をさらに具体的に検討しました。 

本報告書では、それぞれ次の趣旨をもとに、具体的な方策について言及していま

す。 

■市民と行政の情報共有 

・ニーズに合った情報を市民が得やすい環境を整えること 

・市政の情報に関心を持つ市民の裾野を広げること 

・市民と行政（職員）が双方向で市政の情報に対する意識を高めること 

■市民によるモニタリング 

・市の施策や事業に対して市民がモニタリングできる仕組みを整えること 

・市民からの意見や提案、評価をどのように反映させたかを透明化すること 

・サイレントマジョリティを含む、より広範な層の市民の意見や提案を汲み取

る工夫をすること 

これらの項目をただ掲げるだけでは改革ではありません。厳しい財政状況である

今だからこそ、市民と行政が力を合わせて実行していくことが必要です。そのため

に、市には、本報告書で掲げている具体的な方策に対する市の取組状況について、

少なくとも毎年度末に、ホームページ等で公表していただきたいと考えます。 

市民と行政が一体となり、「健全で持続可能な行財政運営」を実現するため、市は、

平成 20 年度には 6 人、平成 21 年度には 5 人の公募の市民委員が入った本検討委員会

の平成 20 年度報告書及び本報告書を十分に斟酌し、積極的に行財政改革に取り組ん

でいただくことを強く望みます。 

 

 

平成 22 年 3 月 

小田原市行財政改革検討委員会 
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１１  行行財財政政運運営営のの現現状状  
 
 

小田原市の行財政運営は、平成 20 年度の報告書でも言及したとおり、財政の健全化指標※1

や職員数から判断すると、特段危機的な状況にあるとまでは言えませんが、一方で、市債等

の債務残高（平成 20 年度末現在：約 1,380 億円）や、今後さらに深刻化することが予想され

る少子高齢化や景気の低迷などによる影響などを考えたときに、10 年先、20 年先を見据え、

持続可能な行財政運営ができるような仕組みを構築することが急務であると言えます。 
それにあたっては、特に、財政状況のこれまでの推移や今後の

見通しを十分に踏まえる必要があります。 
まず、歳入面（一般会計）においては、景気低迷の影響が、法

人市民税に加え、個人所得の減少から個人市民税にも波及するな

どして、市税収入は、平成 20 年度と平成 19 年度を比較（決算額）

すると約 4 億円の減収となっているなど、減少傾向が続いていま

す。平成 22 年度も、平成 21 年度当初予算からさらに 12 億円程

度の減収が見込まれています。 
一方で、歳出面（一般会計）においては、

人口減少や少子高齢化の進展、昨今の厳しい

経済情勢などの影響により、例えば扶助費※2

は、平成 20 年度と平成 19 年度を比較（決算

額）すると約 3 億 5 千万円の増加となってい

るなど増加傾向が続いており、今後も年 3 億

円程度の増加が予想されています。このほか、

人件費は団塊の世代の退職と連動して平成

22 年度にピークを迎えるものの、市の保有している施設の老朽化に伴う改修や修繕等に要す

る経費の増加も見込まれたり、下水道事業や保険事業関連の特別会計への繰出金や病院事業

への負担金も増加傾向にあったりするなど、歳出全体としては、今後も、義務的な支出の増

加傾向が続いていくものと見込まれています。 
このように、歳入及び歳出の両面において、財政状況は非常に厳しい状態が続いており、

現在のところ好転する兆しは見られません。行財政運営のあり方を見直すにあたっては、こ

のことを十分考慮する必要があります。 
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※1 健全化指標 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成 19 年 6 月公布）により公表が定められた実質赤字比率、連結実

質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率、資金不足比率という財政の健全化を判断する比率のことを指し、

赤字や借入金の大きさなどを示すもので、財政運営の深刻度や資金繰りの危険度、将来の財政への圧迫の可能性

などを推し量ることができる。 
※2 扶助費 

社会保障制度の一環として支給される費用で、主に生活保護費や児童手当、医療費助成、就学援助費などが該当

する。少子高齢化の進展や社会経済の変容などに伴い、近年増加傾向にある。 

－市税収入－ 

－扶助費－ 
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２２  平平成成２２００年年度度のの提提言言にに対対すするる市市のの取取組組  
 
 

平成 20 年 11 月に設置された本検討委員会は、平成 21 年 3 月に、平成 20 年度の報告書を

とりまとめ、市長に報告し、提出しました。その中では、市民生活の維持・向上と都市とし

ての維持・発展につながるプラスストロークを作り出す原資を確保することを行財政改革の

目的として位置付け、公務員の担うべき仕事のあり方や新しい公共のあり方、事務事業の見

直し・効率化の視点を基本的な考え方として踏まえ、市民と行政の情報共有や市民によるモ

ニタリングを行財政改革の推進を支える土台として、公共施設の統廃合・管理運営の見直し、

包括予算編成システムの導入、行政サービスのコスト分析、健全化指標に基づく財政規律の

確保、行財政改革の推進をモニタリングする組織の設置、の 5 つを抜本的な行財政改革の実

施項目として掲げました。 
ここでは、平成 20 年度の提言の中心を成しているこの「抜本的な行財政改革の実施項目」

である 5 つの項目に対する市の取組について言及します。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
【提言概要】▶ 施設が必要かどうか、必要であればどのように管理運営を行うのか精査すべき

▶ 管理運営の手法として指定管理者制度※3を積極的に導入すべき 

▶ 見直しのベースとなる施設データをとりまとめた『施設白書』を作成すべき 
 
【市の取組】▶ 平成 22 年 3 月末に『施設白書』が完成する見込みであり、これをもとに、施設

の統廃合や管理運営のあり方を検討していく予定となっている。 

▶ 指定管理者制度は、これまでは 7 つの施設に導入※4していたが、平成 22 年度か

ら、梅の里センター、曽我みのり館（梅の里センター分館）、こどもの森公園わ

んぱくらんど、辻村植物公園の 4 施設に新たに導入する方針である。 

公共施設の統廃合・管理運営の見直し 

 
【提言概要】▶ 部局に、事業費だけでなく人件費も配分することで、人件費に対する意識の向上

と労働力全体のマネジメントを図るべき 

▶ 部局が創意工夫して余らせた予算を、次年度に使用できるようにインセンティブ

を設けるべき 
 
【市の取組】▶ 先進都市の足立区を視察したが、東京特別区と小田原市では財政運営の仕組みが

異なるため、そのまま導入することは難しいと判断した。 

▶ インセンティブは、平成 22 年度予算編成から制度化し、創意工夫により歳入を

増やした部局に通常の枠よりもプラスの予算配分を行っている。 

包括予算編成システムの導入 



２ 平成２０年度の提言に対する市の取組 

‐ 3 ‐ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

そして、市民があり方や仕組みを直接検討することが望ましいということから、「行財政改

革の推進を支える土台」として位置付けられている「市民と行政の情報共有」と「市民によ

るモニタリング」を、本検討委員会の平成 21 年度のテーマとして、詳細に検討することとし

ました。 
 
 
 

 

 
【提言概要】▶ 事務事業の見直しや効率化を図るため、業務を作業レベルである活動ごとに分解

して、活動単位で人件費も含めたコスト把握（ABC 分析※5）を行うべき 
 
【市の取組】▶ コスト分析を行うためのコストもかかり、対象とする業務も限られることから、

実施する必要性も含めて、手法や費用対効果を検討しているところである。 

▶ なお、活動単位ではないが、事務事業評価や施設白書においては、既に人件費を

含めたコスト把握を始めている。 

行政サービスのコスト分析 

 
【提言概要】▶ 健全化指標に留意しながら、事業の必要性や規模を精査して、最小限の支出、起

債に抑え、市債残高を逓減させるべき 
 
【市の取組】▶ 大規模事業の動向や税収の増減によって大きく左右される可能性があるため、具

体的な数値目標を掲げることは難しい。 

▶ 基本的には、返す以上には借りない、というスタンスを引き続き堅持することで

今後も市債残高を逓減させていく。 

健全化指標に基づく財政規律の確保 

 
【提言概要】▶ 抜本的な行財政改革の実施項目に関する進捗状況をモニタリングする組織を設置

すべき 
 
【市の取組】▶ モニタリングのあり方や仕組みについて、その基本にある情報共有も含めて、平

成 21 年度の行財政改革検討委員会における検討テーマとしている。 

行財政改革の推進をモニタリングする組織の設置 

※3 指定管理者制度 

以前は、公共施設の管理運営の委託先は市の出資団体など公共性のある団体に限られていたが、平成 15 年の地方

自治法の改正により、公共性のある団体のほか、民間企業、NPO 法人､市民活動団体など幅広い団体が、指定管理

者としての指定を受けた上で、市に代わって施設の管理運営を行う制度であり、一定の基準に従って、施設の使

用許可や利用料金の徴収も行うことができる。 
※4 導入している 7 施設 

①市民活動サポートセンター、②鴨宮ケアセンター、③歯科二次診療所、④障害者自立支援施設「梅香園」、⑤障

害者地域作業所「ありんこホーム作業所」、⑥いこいの森、⑦上府中公園 
※5 ABC（Activity Based Costing）分析 

活動基準原価計算といい、一般的には企業における製造原価の分析手法であり、活動別にコストを割り当てて製

造プロセス毎の原価を算出し、製品原価の低減に向けた判断材料を提供するものである。この手法を行政部門に

応用すると、行政サービスのコストがそのプロセスとともに明らかになるといわれている。 
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３３  行行財財政政運運営営ににおおけけるる市市民民のの関関わわりり  
 
 

どのような厳しい財政状況であっても、福祉や医療、防災、教育などの市民生活を守る事

業分野については、行政の最低限の責務として重点的に取り組まなければなりません。その

ためには、財政規律を確保しながら、継続的に行財政改革を推進するとともに、効果的かつ

効率的な行財政運営を行う必要があります。 
そのような中で、これからの行財政改革は、市だけが取り組むのではなく、市民の力であ

る「市民力」も結集させながら、市民と市が共に取り組んでいくことが、効果的かつ効率的

な行財政運営につながっていくことになります。それと同時に、これからは、市民には市の

取組に積極的に参画していくことが求められています。その一方で、市には、健全な市民力

の確保のために、そして、市民力を発揮する機会を広げるために、その重要性を周知して、

市民活動を盛り上げていくことが求められます。 
また、平成 20 年度の報告書においても、行財政改革を推進するための土台として、市民が

直接的かつ能動的に関与する「市民と行政の情報共有」と「市民によるモニタリング」を掲

げています。 
市民が市政に参画するためには、適時適正なタイミングで市民が市に対して意見や提案す

る機会となる、あるいはチェックする機会となる「市民によるモニタリング」の仕組みを整

えることが必要となります。そして、それを有効に機能させるためには、市だけが情報を把

握して事業を実施するのではなく、市民に実施プロセスを公開しながら進めるとともに、市

民と市の間の情報の垣根を取り払い、市民と市の情報格差を解消すること、つまり「市民と

行政の情報共有」が求められます。 
市民も市の取組の現状や財政状況などを知ることで、市民と市が課題を共有し、ひいては

危機感をも共有することが、二人三脚で行財政運営を行うためのスタートラインに立つこと

になります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

情報の共有 → 課題・危機感の共有 

市民によるモニタリング 

市 民 

●パブリックコメント 

●審議会・委員会の活性化 

行 政 
●全体的なメディア戦略 
●協働による財政白書の

作成     など 

●外部評価制度 
事業実施
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４４--１１  市市民民参参加加にによよるる行行財財政政改改革革のの具具体体的的方方策策①①  

『『市市民民とと行行政政のの情情報報共共有有』』  
 
 

～～市市民民とと行行政政間間ににおおけけるる情情報報のの「「見見ええるる化化」」をを目目指指ししてて～～  
 

市は、市民のニーズに合った情報を適切なタイミングで提供することはもちろん、市民が

情報に容易にアクセスできる環境を整備するとともに、市民に対して情報を分かりやすく伝

えるという意識や、市のあらゆる意思決定は原則公開すべきといった意識を職員に定着させ

ることも必要です。 
また、これまで市政に関心のなかった市民にいかに関心を持ってもらうかが、市民と行政

の情報共有を目指すうえでの大きなポイントとなります。一人でも多くの市民に市政に関心

を持つためのきっかけを提供して、情報の共有、ひいては課題や危機感の共有の裾野を広げ

ていくことが求められます。 
その一方で、市からの一方通行で取組を進めればいいということではなく、市民にも、市

の情報を自ら得ようとする姿勢や、市に対して自らの意見や提案を発信する姿勢も必要にな

ると言えます。 
今後の行財政運営を健全で持続可能なものとして進めていくための前提となる「市民と行

政の情報共有」について、次に示す具体的方策に取り組むことが必要です。 
 
 
<<<<  具具体体的的方方策策（（改改善善すすべべきき取取組組））  >>>>  

 
 
 

市民には、市がどの媒体で、誰をターゲットに、どのような情報を提供しようとしてい

るのか見えてこない、というのが現実です。 
そこで、現在ある情報提供のための媒体（広

報紙やホームページなど）を的確に利活用し

て市民に効果的に情報を伝えるために、それ

ぞれの役割分担を明確にし、市としてメディ

ア戦略を持ち、それに基づき情報提供を行っ

ていく必要があります。例えば、市民に幅広

く伝えることのできる広報紙では必要最低限

の情報を発信し、ホームページでは広報紙の内容をより掘り下げた情報の掲載を行い、ケ

ーブルテレビや FM おだわらなどの外部メディアで活字以外の方法で訴えかけるなど、戦

略的に、多角的に情報提供を行うことが重要です。 
 

（１）メディア戦略に基づく効果的な情報発信 

広報おだわら 

ホームページ メールマガジン

ケーブルテレビ FM おだわら

タウン紙 

－メディア戦略－
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■広報おだわら 
広報紙である広報おだわら※6は、市民に幅広く配布されることか

ら、市民にとっては最大の情報源の 1 つであると言えます。ただ、

紙面である以上、ページ数に限りがあることから、広報紙は市から

市民へお知らせすべき必要最低限の情報を掲載し、それ以上の内容

についてはホームページへ誘導するなど、広く浅く、情報を発信す

ることが求められます。また、必要な情報を選定したり、情報の見

せ方を工夫したりするなど、限られたスペースでより効率的に編成

することが求められます。 
 

■ホームページ 
現在の市のホームページは、構成が複雑で、利用者

が欲しい情報がどこにあるか分かりにくい状況にあり

ます。そのため、必要な情報へ容易にアクセスできる

ような構成とするとともに、市民を始めとする利用者

のニーズに合った情報を、迅速かつ的確に提供するこ

とが求められます。 
また、市民向けはもちろん、観光者向けや外国人向

け、子ども向けなど、対象者別のページを作成するな

ど、ホームページを利用する様々な層に配慮した、ア

クセスしやすく、利用しやすい環境を整備することも必要です。 
さらに、市政の課題と、それに関連する事業の概要、課題に対する取組の状況などが

ひと目で分かるページを作成し、その情報の共有を進めることも重要です。 
 

■メールマガジン 
メールマガジン※7 は、自ら登録してメー

ルを受け取るという性質上、市政情報に対

する市民の能動的な姿勢が表れるものです。

逆に言うと、登録者数が増えるということ

は、自ら情報を得ようとする市民が増えて

いるということを意味します。 
これまでメールマガジンの登録をしてい

なかった市民が、登録をすることで、市政

に関心を持つきっかけとなり得るため、関

連する窓口でメールマガジンのメリットを、

例えば、「おだわら安心・安全メール」に登録すると犯罪があったときには速報が流れる

ため防犯対策に有効であることなど、具体的に示しながら登録を勧めることが重要です。 
また、多様化する市民のニーズを的確に把握し、必要に応じてメニューの整理や追加

小田原市公式ホームページ 

http://www.city.odawara.kanagawa.jp/ 

－小田原市のメールマガジン－ 
○おだわら表情いいメール 
「広報おだわら」の掲載内容を配信（月 2 回） 
○市長のメールマガジン 
市長が日々思うことなどを生の声として配信（随時）

○防災メール 

「防災行政無線」の放送内容を配信（随時） 
○ママパパ子育て知恵袋メール 

子育てに関する知恵袋のような情報を配信（月 1～2 回）

○おだわら環境メールニュース 

生活に役立つ環境に関する情報を配信（月 1～2 回） 
○おだわら安心・安全メール 

犯罪や不審者などに対する防犯情報を配信（随時） 
○こらーぼ～協働のまちづくりメール～ 

市政参加の機会の情報やアンケートを配信（随時） 

2009 年 12 月 1 日号
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を行うことや、表現を工夫して分かりやすく興味を惹くような内容にすることなどが求

められます。 
これらのことを踏まえ、市は、適切な数値目標と達成の期限を定めて、純登録者及び

延べ登録者の人数の増加を目指すべきです。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

現在の「市長への手紙※8」は、市民から送られた意見や提案

などに対して市がその市民にのみ回答するというやり取りで行

われ、閉ざされた運用となっています。市民が市に対して直接

意見を言ったり提案したりできるこの仕組みは、大変重要な役

割を果たしています。さらに良い仕組みとするために、よくあ

る意見や提案などで公開が可能なものについては、寄せられた

内容、それに対する市の回答をホームページで公開していくこ

とが必要です。このことにより、他の市民も、そのやり取りを

踏まえて考えられることや、その意見や提案、疑問などに対す

る市の考え方を分かち合うことにつながります。 
また、「市長への手紙」を送ってから市の回答が届くまで、時間がかかり過ぎるという意

見もあります。回答までの平均期間は約 1 ヶ月（平成 21 年 4～12 月の実績による）も要し

ていることから、適切な目標と達成の期限を定め、それを目指し、できるだけ迅速に回答

する努力も必要です。 
その一方で、市政に関係のない内容や、個人・団体等を誹謗中傷するような内容、趣旨

や内容が明確でないものなどについては、事前に明記することが必要となりますが、回答

しないということにするなど、取捨選択をして、効率化を図るべきです。 
なお、回答は必ずしもすべて市長からでなければならないということではなく、ケース

に応じて担当の部長や課長など最も精通している職員から回答するという姿勢も必要であ

り、その意味では、名称の変更も含め、「市政への手紙」として位置付けることも必要です。 
 
 
 
 

（２）『市長への手紙』の効果的、効率的な運用 

※6 広報おだわら 

月 2 回（1 日号と 15 日号）発行しており、1 日号はまちづくり情報誌として自治会経由で、15 日号はくらしのガ

イドとして新聞折込で、それぞれ配布している。発行部数（平成 21 年度現在）は、1 日号は 73,500 部、15 日号は

74,500 部で、いずれも 16 ページの構成となっている。 
※7 メールマガジン 

登録者に定期的に読んでもらうために発信する電子メールをいい、小田原市では平成 21 年度は 7 つのメニューで

配信している。純粋な登録人数である純登録者数は平成 22 年 2 月末現在で 8,862 人、メールマガジンごとの登録

人数を合算した延べ登録者数は平成 22 年 2 月末現在で 19,057 人となっている。 
（登録用サイト https://mmz.city.odawara.kanagawa.jp/em/usr/index.php） 

※8 市長への手紙 

市内の公共施設やホームページなどから、市政に対する意見、提案を市長への手紙として送ることのできる仕組

みで、平成 20 年度の実績は 534 通である。 

市長への手紙 
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市の情報が集約されている行政情報センターは、市民にそ

の存在があまり知られていません。情報の共有を図るための

拠点である行政情報センターは、「きらめき出前講座※9」の

既存のメニューの中で、見学や利用の仕方、活用の方法など

のプログラムを盛り込むなど、その利活用を市民に周知する

努力が必要です。 
さらに、行政情報センターの利便性の向上を図るため、現在ある市役所本庁舎の 4 階か

ら、利用しやすい、目につきやすい 2 階への移設を検討することや、スペースの拡大、配

架資料の充実、探しやすい配架方法への改善を図ることも必要です。それとともに、市民

が身近で市の情報を得られるようにするため、川東タウンセンターマロニエなどの地域の

拠点施設に行政情報センターの分館を設けるなど、情報発信の拠点を増やすことも一考の

余地があります。 
また、市の保有する情報を得る方法の 1 つである情報公開請求については、その仕組み

や手続きを知らない市民も多くいると思われます。市民が情報を得るに当たっては、当然

のことながら、一義的にはホームページや所管課とのやりとりを通してとなりますが、市

も、情報公開の仕組みの全体像を分かりやすくホームページなどで示し、市民に周知する

ことも必要です。 
それとともに、職員の情報公開に対する意識を高めるため、研修を実施するなど、普段

当たり前に接している市政情報は市民との共有財産である、という原点への回帰を、職員

にあらためて定着させることも求められます。 
 
 
 
 

 
 
 

現在、市民が市長と直接対話できる機会として、「市民と市長との地区懇談会※10」「市民

と市長のまちかどトーク※11」「市長の現場訪問※12」

の 3 つの事業を展開していますが、それぞれ何を目

的として誰を対象に実施しているのか、そもそもい

つどこで実施しているのか、市民にあまり認知され

ていないと思われます。それぞれがどのような対話

の機会であるのかを市民へ周知することも重要で

すが、必要に応じて統廃合や改善を図るなど、市民

（３）行政情報センターの有効活用 

（４）市民と市長が対話する機会の充実 

※9 きらめき出前講座 

市の職員が専門知識を生かした話題や市の取り組みを解説する生涯学習講座である。平成 21 年度は「ごみの減量

とリサイクル」や「小田原の地震と防災対策」など、13 分野で 74 講座が用意されている。 

市民と市長のまちかどトーク 

行政情報センター 
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が気軽に足を運べて、誰でも対話できるような機会を

多くする努力が必要です。 
さらに、市長が市民と直接対話を行うことによって

得られた意見や提案を、市はどのように受け止め、ど

のように市政に反映させているのかが現在は不透明で

あるため、考え方や取組の経過などをホームページな

どで市民に分かりやすく示すことも必要で、そのこと

により市民と市の間における情報の共有にもつながります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

<<<<  具具体体的的方方策策（（新新たたなな取取組組））  >>>>  

 
 
 

近年、熊本県八代市の地域 SNS※13「ごろっとやっ

ちろ」を始めとして、地域 SNS を利用し、地域に密

着した情報交換を行うことにより、その地域におけ

るコミュニケーションの活性化を図る事例が挙げら

れています。それを市のホームページなどと連動さ

せることなどにより、市民が市政情報に関心を持ち、

ホームページにアクセスするきっかけとなり、それ

が、市民と行政の情報共有の裾野を広げることにも

つながります。 
ただ、利用ニーズや情報セキュリティに対する懸

念、あるいは誰が運営主体になるかといった課題も

多いので、市民と行政をつなぐ新たなツールの 1 つとして、その可能性を検討することが

望ましいと言えます。 
 
 
 
 

※10 市民と市長との地区懇談会 

各地域でまちづくりに活躍している自治会や各団体の代表者と市長が直接懇談を行い、市政全般について意見交

換を行うことにより、市長の考えを伝えるとともに、地域の課題や要望を把握することを目的に、自治会連合会

単位で年間 25 回開催している。 
※11 市民と市長のまちかどトーク 

市民が自由に参加でき、市長と直接語り合う形で実施しており、平成 20 年度は「語り合おう！新しい小田原を～

市民の力を活かすまちづくり～」として、休日にロビンソン百貨店と小田原ラスカで 2 回開催している。 
※12 市長の現場訪問 

市長が市民活動団体の活動の現場に直接行き、一緒に活動しながら生の声を聞く取組で、平成 21 年度から実施し

ており、年 8 回程度実施する（予定も含む）。 

（５）情報交換の役割を果たす地域ＳＮＳの立ち上げの検討 

※13 地域 SNS（Social Networking Service） 

SNS とは、インターネット上の掲示板での意見交換などの機能により、利用者間のコミュニケーションを支援す

る登録、会員制のコミュニティウェブサイトである。この利用者を、特定の地域の住民に限定したものが地域 SNS
である。 

ごろっとやっちろ（熊本県八代市）

http://www.gorotto.com// 

 

市長の現場訪問 
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市の財政状況は、現在、行政情報センターで予算書と決算書が配架されたり、ホームペ

ージや広報紙で解説されたりしていますが、市民が中身を理解するには分かりにくいもの

となっています。そのため、市民目線では理解しづらい市の財政情報を、誰でも分かりや

すく理解できるように、市民自らの目線で市の財政状況を分析して公表し、財政状況に対

する認識の輪を広げていく取組が必要です。 
それにあたっては、市民と市が協力しながら、今までのような財政情報の画一的な見せ

方だけではなく、市民に分かりやすくなるよう、一般会計だけではなく生活に身近な国民

健康保険や上下水道、病院などの特別会計と企業会計にも言及して財政全体を見渡せるも

のにするとともに、財政状況のこれまでの推移や今後の見通しも盛り込むなど、小田原な

らではの『財政白書』を作ることが最適であると言えます。 
他のいくつかの自治体でも、市民が独自に、あるいは市民と行政が協力して、『財政白書』

が作成されています。市民が関わっているこれらの様々な取組も参考にすべきです。 
 
 
市 

（６）市民と行政の協働による『財政白書』の作成 

市民が作成した（関わった）

他自治体の『財政白書』の例

鎌倉市

町田市

西東京市

伊勢原市 

平塚市 
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４４--２２  市市民民参参加加にによよるる行行財財政政改改革革のの具具体体的的方方策策②②  

『『市市民民にによよるるモモニニタタリリンンググ』』  
 
 

～～市市民民とと行行政政がが共共にに創創るる市市政政をを実実現現すするるたためめにに～～  
 

健全で持続可能な行財政運営を行っていくためには、市民と行政が納得ずくで様々な取組

を進める必要がありますが、現在は、市の事業を市民が直接チェックして、市民の考えや意

見を市政に反映させる仕組みがあまりありません。今後、市民と行政が共に行財政運営を進

めるためには、市民と行政が情報を共有するだけではなく、それを土台として、市が取り組

もうとしている、取り組んでいる、取り組んだ事業を、市民がチェックし、考えや意見を市

に提言できる、いわばモニタリングを行う仕組み作りが必要です。 
そのポイントの 1 つとしては、これまであまり意見や提案を出すことのなかった、いわゆ

るサイレントマジョリティといわれる層の考え方や思いも汲み取ることができるような工夫

をし、より広範な市民の意見を市政に反映するための努力が必要です。 
さらに、市民によるモニタリングでもたらされた意見や提案、評価に対して、市がどのよ

うに考え、どのように対応し、どのように市政へ反映させているのかなど、一連のプロセス

を市民に公表しながら取り組むことも必要です。 
また、これまでの検討の中では公設によるオンブズマン制度※14の導入についても議論しま

したが、想定される経費等も踏まえ、その要素をモニタリングの仕組みの中に組み込むこと

としました。 
 
 
 
 
 
 
<<<<  具具体体的的方方策策  >>>>  

 
 
 

市政の公平性、透明性の向上、あるいは市民意見の反映を図るため、例えば、条例や各

種計画の策定時、あるいは大規模事業の計画時など、市民に多くの影響を及ぼす一定の取

組については、ポイントとなる時点で、その案を示し、広く市民から意見を集めて、その

取組に反映させていくパブリックコメント※15を実施することが求められます。 
これまでもパブリックコメントは実施されてきましたが、実施すべきかどうかの明確な

基準は存在せず、その判断は、対象の案件を担当する部や課等に委ねられてきました。逆

に言うと、本来パブリックコメントを実施すべき案件であっても実施されない可能性もあ

（１）パブリックコメントの制度化 

※14 公設のオンブズマン制度 

条例等に基づき、市民からの市政に関する苦情を、任命された弁護士等の有識者がオンブズマンとして公正、中

立的な立場で調査し、必要な場合には、市の機関に対して是正の勧告等を行う制度をいう。県内では、川崎市や

藤沢市などで導入している。 
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るため、パブリックコメントを制度として確立し、条例や各種計画、一定以上の事業の案

件については広く市民の意見を集めるようにするため、明確な基準を設けることが必要で

す。 
また、当然ではありますが、パブリックコメントで市民から寄せられた意見に対しては、

ただ集めるだけで終わるのではなく、市はどのように考え、対象の案件にどのように反映

させていくのかということについても、ホームページなどで市民に対し分かりやすい形で

公開することが求められます。 
 

 
 
 
 

 
 
 

市の特定の案件について検討を行うため、審議会や委員

会※16が多く設置されています。それは、施策や事業につい

て事前に外部の意見を取り入れて取組を進めることを意味

しています。そのような審議会や委員会に、市民からの公

募の委員を多く配すれば配するほど、より多くの市民意見

を反映することにつながるため、公募の委員の割合を増や

す努力が必要です。現在、市

では、公募により審議会や委員会の委員を募集する場合には、

その占める割合を 20%以上にするという目標※17があるため、

その目標を達成するよう努力することが求められます。 
さらに、審議会や委員会の委員を公募で選考するときには、

その募集時点から審査の基準と選考の過程に透明性と合理

性を持たせ、応募者やその他の市民が納得できるような選考

を行う必要があります。 
また、市には多くの審議会や委員会が存在しており、それぞれが与えられた目的を達成

するためにより効果的、効率的に活動することが求められますが、既に目的を達成した審

議会や委員会などを理由なく継続するのではなく、担当する部署を決め、必要に応じて、

整理合理化を図るべきです。 
 
 
 
 
 
 

（２）審議会や委員会の活性化 

※15 パブリックコメント 

条例や計画、大規模事業など、市政における重要な案件の策定や決定にあたり、その案を事前に公表して、より

広く市民から意見を募集し、その意見を考慮して意思決定を行う仕組みをいう。なお、国では、行政手続法によ

り平成 6 年から導入されている。 

※16 審議会や委員会 

市にある審議会や委員会の一覧：http://www.city.odawara.kanagawa.jp/field/informatio/disclosure/sin_ichiran19.html。
※17 公募委員の割合を 20%以上とする目標 

市の「審議会等の委員その他構成員の公募に関する要綱」において、委員を公募する委員会における公募委員の

人数は、その目的や特性、規模等を考慮して、全委員の実数に対する割合が 20％以上となることを目標としてい

る。 

地域コミュニティ検討委員会 

行財政改革検討委員会 
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市が実施している事務事業を、外部の視点から、特に市民を交えてチェックすることで、

その効果を客観的に、かつ市民目線で評価することができます。市が自ら各事務事業を評

価して見直しを図ることはもちろん重要ですが、外部の視点から評価し、それを見直しに

つなげていくことも必要となります。現在、市では、内部での事務事業評価は行っている

ものの、外部の有識者や市民を評価者とした外部評価

を実施していないことから、内部と外部の双方から事

務事業をチェックし、問題提起し、見直しにつなげて

いくために、外部評価制度を導入すべきです。 
導入にあたっては、賛否も含めて様々な意見があり

ますが、市が平成 21 年 10 月に実施した「事業仕分け
※18」の次のようなメリットも取り入れて、その仕組

みを構築する必要があります。 
▶ 公開の場で説明、議論すること 
▶ 評価者として市民が参加すること 
▶ 直接事業費だけではなく人件費も含めてコストを論じること 

さらに、評価をする事業の選定についても、すべて市が行うのではなく、その段階から

市民が関わりながら行えるようにすべきです。 
この外部評価制度は、市の事務事業を市民がチェックし、市民に開かれた制度として運

用することが求められます。また、参加する市民を選考するときには、公募だけではなく、

無作為抽出によるなど、これまでは率先して市政に参画していなかった人に参加を促すな

どの工夫も必要です。これが、ひいては、市民参画の裾野を広げることにもつながります。 
 
 
 
 
 

（３）市民参加による外部評価制度の導入 

※18 事業仕分け 

近年注目されている事務事業の評価・見直しの手法のひとつで、公開の場で、1 事業あたり 30 分程度で、外部の

仕分け人が「不要」「要改善」「現行のまま継続」「広域で実施」などに仕分けをする作業である。小田原市では、

平成 21 年 10 月 3 日及び 4 日に、80 事業を対象に実施している。 
事業仕分けの実施結果： 

http://www.city.odawara.kanagawa.jp/field/informatio/administra/classification/jigyousiwake-result.html

小田原市で実施した「事業仕分け」 

（平成 21 年 10 月） 
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市では、平成 21 年 10 月に「事業仕分け」を実施したり、平成 22 年 1 月には「今後の財政

運営方針」を策定したりするなど、行財政改革に向けた積極的な取組が見受けられるととも

に、本検討委員会が平成 21 年 3 月に示した抜本的な行財政改革の取組についても、段階的で

はあるものの、それを着実に実施していこうとする姿勢がうかがえます。 
小田原が輩出した郷土の偉人・二宮尊徳は、江戸の昔から、効果的かつ効率的な行財政運

営の必要性を指摘しています。収入に応じた一定の支出の基準である「分度」を設け、身の

丈に合った生活をすること。余ったものは未来に残し、世のため、人のために譲るという「推

譲」により行動すること。これらは、健全で持続可能な行財政運営を目指す小田原市に、時

代を超えて、改めてその必要性を認識させてくれているように思います。 
このような「分度」「推譲」というすばらしい思想が生み出された小田原だからこそ、不断

の努力と決意で、行政サービスの質的向上とコスト縮減を行い、その余剰を市民に還元しな

ければなりません。これには、市民が市政に対する情報を共有したうえで、徹底的に議論に

参加する手法が、非常に重要な役割を果たすと思われます。 
かつて、二宮尊徳もそうであったように、酒匂川沿いに住む人々は、『自分たちの街は自分

たちで守る』という精神の下、自費で今も残る松並木の苗木を植えました。この故事に思い

を馳せるとき、私たち市民も先人たちのその姿勢に学び、自助・自律の精神で市政に関与す

る必要性を痛感します。また、このことは、国においても地方分権改革に新たな動きが見え

始めていますが、「地域のことは地域で」という現下の社会の流れの中で、私たちがどのよう

に生きるべきか、大きなヒントを与えてくれていると思います。もちろん、徹底した議論の

上に成り立つ健全で持続可能な行財政運営の推進には、市民の良きサポーターでありパート

ナーでもある市の職員が、市民と同じ目線、対等な立場で関わることが大前提となります。 
市民と市の職員がお互いの立場を尊重し理解したうえで、改革の火種を絶やすことなく「意

識」と「制度」の改革を行っていくこと。そして、その火種をより多くの人の心に灯してい

くという営みこそが、明日の小田原を支えていくことにつながっていくのだと確信していま

す。 
だからこそ、その前提として、市には、本報告書で掲げた「市民と行政の情報共有」及び

「市民によるモニタリング」の具体的方策に対する市の取組状況について、少なくとも毎年

度末に、ホームページ等で公表することが望まれるとともに、市民にも、要求や要望するば

かりではなく、行政における費用対効果を意識しつつ、自らできることは自ら行ったり、市

政の中で担える役割を模索したりするなど、小田原のまちづくりを担う一員として成熟して

いくことが求められます。 
 

 



●●● おわりに ●●● 

 

本検討委員会は、平成 20 年度には 6 人、平成 21 年度には 5 人の公募による市民委

員が入っていますが、今まで設置されたこのような委員会と比較すると、市民委員

の割合が非常に高くなっています。行財政改革を継続的なものに、そして、行財政

運営を健全で持続可能なものにするため、ともすると専門的で市民が関わることが

難しいこの分野に、市民委員が加わって多くの取組を提言したことは、非常に有意

義であったと言えます。 

小田原市を、10 年先、20 年先も、「健全で持続可能な行財政運営」を行う“まち”

としてさらに発展させていくためには、市民と市がパートナーとして、お互いが持

てる力を最大限に発揮し続けていかなければなりません。 

今後は、それに向けて、本報告書で提言した項目がどのように取り組まれるのか、

その先に小田原がどのように発展していくのか、見守りたいと考えています。 

 

 

平成 22 年 3 月 

小田原市行財政改革検討委員会 

 

 

 

 

＜委員構成＞ 
委 員 長  前田 成東 （東海大学政治経済学部教授）

副委員長  平井 義人 （公募市民） 
委  員  小山田大和 （公募市民） 

廣澤 圭祐 （公募市民） 
山田 一男 （公募市民） 
和田 道明 （公募市民） 

※平成 22 年 3 月 23 日現在

※敬称略・役職別五十音順

＜会議経過＞ 
第 1 回 平成 21 年 7 月 23 日（木） 
第 2 回 平成 21 年 8 月 24 日（月） 
第 3 回 平成 21 年 9 月 25 日（金） 
第 4 回 平成 21 年 10 月 13 日（火）

第 5 回 平成 21 年 11 月 19 日（木）

第 6 回 平成 21 年 12 月 15 日（火）

第 7 回 平成 22 年 1 月 21 日（木） 
第 8 回 平成 22 年 2 月 17 日（水） 
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